
事 業 概 況 （10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26 年度労災保険業務機械処理の平成 26 年 10 月末現在における保険給付支払総額は 469,130,721 千円で、前年同

期に比べて0.7％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が246,387,990千円で52.5％と最も大きく、次いで療養

補償給付が134,030,060千円で28.6％を占めている。以下、休業補償給付が12.7％、障害補償一時金が4.0％、遺族補償

一時金及び介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が10.9％増、遺族補償一時金が5.1％

増、療養補償給付が5.0％増、葬祭料が4.6％増、休業補償給付が0.7％増となっているのに対し、障害補償一時金が3.0％

減、年金等給付が1.3％減、介護補償給付が0.5％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年10月末 平成26年度 26年10月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 465,862,224 100.0 △ 1.3 469,130,721 100.0 0.7

療 養 補 償 給 付 127,607,259 27.4 △ 0.6 134,030,060 28.6 5.0

休 業 補 償 給 付 59,239,433 12.7 △ 0.8 59,644,039 12.7 0.7

障 害 補 償 一 時 金 19,337,465 4.2 0.5 18,749,696 4.0 △ 3.0

遺 族 補 償 一 時 金 4,161,467 0.9 △ 14.4 4,373,338 0.9 5.1

葬 祭 料 1,281,366 0.3 △ 10.3 1,340,181 0.3 4.6

介 護 補 償 給 付 4,096,484 0.9 △ 0.8 4,077,698 0.9 △ 0.5

年 金 等 給 付 249,663,104 53.6 △ 1.6 246,387,990 52.5 △ 1.3

二 次 健 康 診 断 等 給 付 475,647 0.1 5.1 527,719 0.1 10.9

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が140,869,816千円で30.0％、「その他の事業」が124,396,337 

千円で26.5％、「製造業」が118,343,613千円で25.2％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が4.7％、「林

業」が2.0％、「漁業」及び「船舶所有者の事業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額の前年同期との増減率について、業種別に比べてみると、「船舶所有者の事業」が 9.0％増、「その他

の事業」が3.3％増、「運輸業」が2.0％増となっているのに対し、「漁業」が5.0％減、「鉱業」が4.5％減、「林業」が4.1％

減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が2.6％減、「建設事業」が0.2％減となっている。なお、「製造業」は変化が

なかった。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年10月末 平成26年度 26年10月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 465,862,224 100.0 △ 1.3 469,130,721 100.0 0.7

林　　  　　　業 9,804,198 2.1 △ 6.5 9,401,330 2.0 △ 4.1

漁　　　  　　業 1,730,208 0.4 3.3 1,644,112 0.4 △ 5.0

鉱　　　  　　業 23,252,109 5.0 △ 6.6 22,196,362 4.7 △ 4.5

建　 設　 事　 業 141,169,550 30.3 △ 1.5 140,869,816 30.0 △ 0.2

製　 　造　 　業 118,314,511 25.4 △ 2.8 118,343,613 25.2 0.0

運　 　輸　 　業 48,367,981 10.4 0.9 49,326,268 10.5 2.0
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,179,390 0.3 24.0 1,149,133 0.2 △ 2.6

そ の 他 の 事業 120,388,902 25.8 0.7 124,396,337 26.5 3.3

船舶所有者の事業 1,655,376 0.4 8.1 1,803,749 0.4 9.0

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が131,552,024千円で53.4％と最も大きく、次いで

障害補償年金が92,969,400千円で37.7％、傷病補償年金が21,866,566千円で8.9％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が82,443,390千円で33.5％、「製造業」が70,942,650千

円で28.8％、「その他の事業」が44,671,961千円で18.1％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年10月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 92,969,400 131,552,024 21,866,566 246,387,990 100.0

林　　  　　　業 1,441,266 3,226,039 246,779 4,914,084 2.0

漁　　　  　　業 270,941 834,273 26,944 1,132,159 0.5

鉱　　　  　　業 1,460,521 10,231,047 4,051,823 15,743,391 6.4

建　 設　 事　 業 26,807,157 47,460,340 8,175,894 82,443,390 33.5

製　 　造　 　業 35,577,104 31,230,670 4,134,877 70,942,650 28.8

運　 　輸　 　業 9,502,575 14,671,543 1,457,725 25,631,843 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
165,498 465,244 43,725 674,468 0.3

そ の 他 の 事業 17,705,777 23,257,364 3,708,821 44,671,961 18.1

船舶所有者の事業 38,561 175,504 19,979 234,044 0.1

構　成　比 37.7% 53.4% 8.9% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 10月末現在における保険料徴収決定済額は835,194,466千円で、前年同

期に比べて4.4％増となっている。保険料収納済額は379,548,317千円で、前年同期に比べて9.5％増となっている。また、

収納率についてみると45.4％となっており、前年同期に比べて2.0ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が379,852,203千円で45.5％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が 197,501,121 千円で 23.6％、「製造業」が 161,416,977 千円で 19.3％を占めている。以下、「運輸業」が

8.4％、「船舶所有者の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、

「漁業」が0.2％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年10月末 26年10月末 25年10月末 26年10月末 25年10月末 26年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 799,731,878 835,194,466 100.0 4.4 346,772,826 379,548,317 100.0 9.5 43.4 45.4

林　　  　　　業 5,066,455 5,196,004 0.6 2.6 2,204,818 2,490,739 0.7 13.0 43.5 47.9

漁　　　  　　業 1,985,925 2,025,954 0.2 2.0 781,436 860,388 0.2 10.1 39.3 42.5

鉱　　　  　　業 3,084,428 3,094,040 0.4 0.3 1,151,195 1,215,480 0.3 5.6 37.3 39.3

建　 設　 事　 業 176,497,714 197,501,121 23.6 11.9 84,189,852 98,932,837 26.1 17.5 47.7 50.1

製　 　造　 　業 158,265,651 161,416,977 19.3 2.0 61,299,722 65,742,350 17.3 7.2 38.7 40.7

運　 　輸　 　業 68,397,869 70,270,463 8.4 2.7 24,210,182 26,117,743 6.9 7.9 35.4 37.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,258,600 2,239,065 0.3 △ 0.9 786,197 820,097 0.2 4.3 34.8 36.6

そ の 他 の 事業 368,761,099 379,852,203 45.5 3.0 165,827,764 177,441,617 46.8 7.0 45.0 46.7

船舶所有者の事業 15,414,137 13,598,640 1.6 △ 11.8 6,321,659 5,927,067 1.6 △ 6.2 41.0 43.6

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


